




（ 平成 27 年 12 月 8 日　最高裁判所第三小法廷（上告審）判決、 























団法人として設立されたところ、平成 20 年に整備法 40 条 1 項により「一般
社団法人及び一般財団法人に関する法律」（以下「一般社団・財団法人法」
という。）の規定による一般財団法人（特例財団法人）として当面存続する







































　（3）　昭和 57 年 4 月に認可された本件変更 1において、本件目的条項が、
納骨堂の経営をも目的にする旨に変更された。
　（4）　昭和 63 年 5 月に認可された本件変更 3において、本件残余財産条項
が、上告人の残余財産は、所定の手続を経た上で、上告人と同一又は類似の
目的を有する公益法人又は団体に寄附する旨に変更された。
　（5）　上告人は、平成 20 年 12 月 1 日、一般社団・財団法人法及び整備法
の施行により、一般社団・財団法の規定による一般財団法人として存続しつ
つ整備法第 1章第 4節に定められた経過措置が適用される特例財団法人とな
り（整備法 40 条 1 項、42 条 1 項）、その寄附行為は定款とみなされた（整
備法 40 条 2 項）。














































の定めについても、評議員の決議によって、一般社団・財団法人法 200 条 3
項の規定によることなく、これを変更することができる旨を定款で定めるこ
とで変更することができるとされている（一般社団・財団法人法 200 条 1 項、
整備法 94 条 4 項において読み替えで適用される一般社団・財団法人法 200
























































































































































































































照。以下、本文にも触れるとおり判例時報解説（2288 号 31 ～ 33 頁）、判例タイムズ「解

























成 20 年 11 月）』所収の内閣府公益認定等委員会「公益認定等に関する運用について」
（公益認定等ガイドライン）（平成 20 年 4 月・平成 20 年改訂）のなか「移行認定又は
移行認可の申請に当たって定款の変更の案を作成するに際し特に留意すべき事項につ
いて」（平成 20 年 10 月 10 日）57 ～ 59 頁も追記しておく。
⑻　鈴木勝治「特例民法法人の移行に伴う寄附行為の変更に関する判決について（事例
報告）」（『公益法人』42 巻 10 号）3 頁以下、とくに 5頁、7頁。なお、最高裁判決に
ついて同「特例民法法人の寄附行為変更の効力に関するし高裁判決」（『公益法人』45

































































れるところであるが、平成 29 年 4 月 8 日付け報道によれば、本件につなが
る宗派紛争の周辺に係る争いとしての、H区祖廟にあるO家一族の墳墓の
遺骨と土の引渡しを同宗派に求めた訴訟の判決が同月 7日にあり、京都地裁
はこれを棄却したという⑽。
⑽　京都新聞 2017・4・8
